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研究成果の概要（和文）：ベスト・ワースト・スケーリング（BWS）における仮想バイアスの程度と予測精度に
ついて検証を行った。経済実験により、仮想的なBWS（質問形式はcase3）と回答に応じて実際に財を購入しても
らう（誘因両立的な）BWSの間で支払意志額の推定値を比較した結果、仮想バイアスの存在を示唆する結果が得
られた。また、2度のアンケート調査によりBWS（質問形式はcase1）の予測精度を検証した結果、BWSにより財の
需要量を一定の精度で予測できることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：We investigated the hypothetical bias in the best-worst scaling (BWS) and 
the accuracy of the demand forecast using BWS. The comparison between conventional (hypothetical) 
BWS (case3) and BWS with the actual payment indicated the existence of the hypothetical bias in BWS.
 Moreover, as a result of the investigation on the accuracy of the demand forecast using BWS (case1)
 by two questionnaire surveys, it became clear that the demand of the goods can be predicted with a 
certain accuracy using BWS.

研究分野： 環境経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ベスト・ワースト・スケーリング（BWS）は、消費者の選好を分析するための新しい手法として環境経済学、医
療経済学、心理学、マーケティングなどの分野で注目を集めているが、その信頼性や予測精度については未解明
な点が多い。本研究では、BWSにおける仮想バイアスの存在を示唆する結果が得られた。また、BWSにより財の需
要量を一定の精度で予測できることが明らかとなった。これらは、BWSの性質を解明し、信頼性の向上を目指す
うえで有意義な結果である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、消費者の選好を分析するための新しい手法として、最も望ましい選択肢と最も望まし

くない選択肢を選択してもらうベスト・ワースト・スケーリング（best-worst scaling：BWS）
が注目を集めている。BWS は、選択肢の集合の中から最も望ましい選択肢と最も望ましくない
選択肢という「極端な選択肢」を選択するだけなので、回答者の負担が小さく、回答の信頼性
が高いと言われている（Louviere et al., 2015）。このため、BWS は環境経済学、マーケティ
ング、心理学、医療経済学など様々な分野で用いられている。 
しかし、その信頼性については未だ十分に解明されておらず、特に仮想バイアスの存在や、

需要予測の精度に関する研究はほとんど行われていない。仮想バイアスとは、アンケートで表
明される支払意志額（willingness to pay：WTP）と実際の支払額に乖離が生じる現象であり、
実際の支払額がアンケートで表明される WTP を下回ることが多い。回答者が実際の支払いを伴
わないアンケートの質問に対して、支払いの負担を真剣に考慮せずに回答することにより発生
すると言われており、この仮想バイアスをいかに排除するかが表明選好法の課題となっている。
仮想バイアスは、BWS の信頼性に関わる根本的な問題である。また、BWS はアンケートに基づく
方法であるため、その信頼性を検証するうえでは、BWS により現実の財の需要量がどの程度正
確に予想できるかも重要な視点であると考えられる。 
 

２．研究の目的 
本研究では、BWS における仮想バイアスの存在と予測精度について、経済実験とアンケート

調査を用いて研究を行う。 
BWS と同様に、消費者の選好を分析するために用いられる選択実験（choice experiment: CE）

や仮想ランキング（contingent ranking: CR）については、被験者に実際に財を購入してもら
う状況を設定することで真の WTP を聞き出す誘因両立的な CEや誘因両立的な CRが開発されて
おり、それらにより評価された WTP と通常の CEや CR で評価された WTP を比較することで仮想
バイアスの存在を検証した研究が存在する（e.g. Carlsson, Martinsson, 2001; Lusk et 
al.,2008）。しかし、BWS については、いまだそのような研究は行われていない。そこで、本研
究では誘因両立的な BWS を開発し、BWS における仮想バイアスの存在を検証する。 
また、アンケートを用いる方法の信頼性を評価するうえで最も重要な評価基準のひとつは、

現実の財の需要量をどの程度正確に予測できるかであるため、その観点から CEや CR の信頼性
を検証した研究も存在する（e.g. Chang et al., 2009）。しかし、BWS については、その予測
精度を検証した研究は行われてない。そこで、本研究では、BWS により予想される財の需要量
と現実の購買実績の比較からその予測精度を検証する。 
 
３．研究の方法 
（1）経済実験では、大学生を被験者、大学生協で販売する弁当と飲み物を取引対象の財として、
仮想的な BWS（質問形式は case3）と、回答に応じて実際に財を購入してもらう（誘因両立的な）
BWS の間で WTP の推定値を比較した。はじめに、大学生協で販売する弁当と飲み物の組み合わ
せ 3つと、いずれも購入しないことを表す「どれも購入しない」の計 4つの選択肢の中から、
最も望ましいと思うものと最も望ましくないと思うものを回答してもらう質問（図 1）を、選
択肢の内容を変えて 12 回繰り返した。これは通常の BWS である。次に、同様の質問をさらに
12 回繰り返したが、そこでは被験者の回答に応じて実際に財を購入してもらった。これは誘因
両立的な BWS である。具体的には、サイコロを振って購入してもらう商品（「どれも購入しない」
を含む）を決定するが、被験者が望ましいと評価した商品ほどより高い確率で購入されるよう
に設定した。そして、通常の BWS により推計された WTP と、誘因両立的な BWS により推計され
た WTP を比較した。 
 

  選択肢 1 選択肢 2 選択肢 3 選択肢 4 

お弁当 中華弁当 
唐揚げ 

＆春巻弁当 

スパイシー 

チキン弁当 どれも 

購入しない 飲み物 紅茶 コーヒー 牛乳 

価格 350 円 450 円 300 円 

最も望ましいと思うものに〇、最

も望ましいと思わないものに×     

図 1 BWS の質問例 
 
（2）東京都在住の 20代から 60 代の男女で、食事のメニューを自分自身で決めることが多い人
を対象としたアンケート調査を実施した。1 回目の調査で、カレーやラーメンをはじめとした
13 種類のメニューの中から、普段一番よく食べるものと一番よく食べないものを BWS（質問形



式は case1）で質問し、3週間後に実施した追跡調査では、過去 3週間に各メニューを何回ずつ
食べたかを質問することで、BWS の予測精度を検証した。 
 
４．研究成果 
（1）経済実験の結果、仮想的な BWS と比較して、実際の支払いを伴う（誘因両立的な）BWS の
方が弁当や飲み物の種類に対する WTP が小さく、かつ、（弁当や飲み物の種類に関わらず）いず
れかの財を購入することに対する WTP も小さいことが明らかとなった。被験者が、仮想的な BWS
と比較して、実際の支払いを伴う BWS において、支払いの負担をより強く認識し、その結果、
価格に対するパラメータの絶対値がより大きくなったためである可能性がある。これは、仮想
バイアスの存在を示唆する結果であると考えられる。 
（2）アンケート調査の結果、各メニューの BWS スコア（図 2）と過去 3週間に食べられた回数
の平均値の相関は 0.7 以上、同じく BWS スコアの順位と過去 3週間に食べられた回数の平均値
の順位の相関は 0.8 以上となり、BWS により財の需要量を一定の精度で予測できることが明ら
かとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
図 2 各メニューの BWS スコア（counting analysis の結果） 

 
本研究では、BWS における仮想バイアスの存在を示唆する結果が得られた。また、BWS により

財の需要量を一定の精度で予測できることが明らかとなった。これらは、BWS の性質を解明し、
信頼性の向上を目指すうえで有意義な結果である。BWS は様々な分野で用いられていることか
ら、BWS の信頼性向上に寄与することが期待される本研究の成果は、幅広い分野における研究
の発展に貢献するものであると考えられる。 
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